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Present and future research in dental practice administration in Japan
Masaki Morishita1, 2, Kosuke Muraoka3, Shuji Awano3

1 Section of Dental Practice Administration, Division of Clinical Education Development and Research, 
　Department of Oral Function, Kyushu Dental University
2 Health Information Management Office, Kyushu Dental University Hospital
3 Division of Clinical Education Development and Research, Department of Oral Function, Kyushu Dental University

Abstract

　Dental practice administration consists of practice administration and business administration. We examined 
current research in Japan about practice and business administration using original articles from the Japanese 
journals of dental practice administration through the Japan Medical Abstracts Society website. We found 648 
articles. There were many original articles about survey research, practice administration and education from dental 
universities and faculties of dentistry, and many original articles about business administration from non-university 
sources. We analyzed keywords concerned with business administration from the 648 articles, and found that there 
were academic keywords from universities and keywords concerned with the management of dental clinics from non-
university sources. Many studies related to business administration were published in the 2000s, but few studies in 
this area have been published since 2010.
　Health insurance claims in Japan are indicators used in business administration. Few investigators have studied 
health insurance claims in the dental field, although there are many studies of health insurance claims in the medical 
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１．はじめに

　歯科医療管理や歯科医療管理学について，その定義や
研究範囲を明らかにしてから論じて行きたい．
　歯科医療管理とは，歯科医療経営の健全化は，良質な
歯科医療を患者に提供するための基盤であるという考え
に立脚し，歯科医療ならびに歯科医療経営に関する諸々
の問題について考える分野1）と定義されている．また，
歯科医療管理学とは，歯科医学に依拠した臨床(診療)管
理学と経済学や経営学等に依拠した経営管理学から構成
され，この２つを相互に補完し合えるよう駆使して良質
の歯科医療を患者に提供することを考究する学問体系で
ある1)と定義されている．端的に言えば，診療管理と経営
管理の２本柱で立脚する学問であるということである．
　ここで，歯科医療管理で扱う内容のイメージ図を示す
(図１)．

図１では，歯科医院を運営するために必要な事項が示さ
れており，開業するために必要な分野であることが明ら
かである．そのため，歯科医療管理は開業医が中心となっ

field. There is great potential for development of research in the dental field using big data such as health insurance 
claims in the future.
　Academic staff in the dentistry faculty need to keep promoting the development of research and education in dental 
practice administration with dental practitioners. We believe that this will increase the safety of dental treatment for 
patients and support stable management of dental clinics, which is important for regional dental healthcare.

　Key words：Dental practice administration, Dental practice, Practice administration, Business administration

抄　　録

  歯科医療管理学は，診療管理と経営管理の２本立てで構成されている．これまでに行われた歯科医療管理学に関す
る研究について，医中誌Webを用いて日本歯科医療管理学会雑誌の原著論文に着目して，診療管理と経営管理の研究
の現状を分析した．その結果，648件の報告があり，調査や診療管理，教育は大学の報告が多く，経営管理は大学以
外の報告が多かった．
　経営管理に関するキーワード抽出から，大学以外では，歯科診療所における実務的なキーワードが多く，大学では
学問的なキーワードが多いことが示された．経営管理の研究は2000年代に頻繁に報告がなされていたが，2010年代
で下火になっている．また，経営に関わる指標の代表例である，レセプトに関する研究は大学が担っているが少数の
報告しかなく，実際こうしたビックデータを用いた研究は医科では積極的に展開されているが，歯科ではほぼない．
歯科医療に関するビックデータ解析にはリソースが必要なこともあり，大学が主体となって取り組むべきであり，研
究分野としての発展性がある．歯科医院の運営にあたって必要な診療管理と経営管理を担う歯科医療管理学は，引き
続き研究を推進する必要があり，開業医と共に大学がその一翼をしっかりと担い，地域医療の要である開業医での医
療安全と歯科医療経営の健全化とを推進し，ひいては国民の健康に寄与できるように，たゆまぬ努力が必要である．

　キーワード： 歯科医療管理，歯科医療管理学，診療管理，経営管理

図１　  歯科医療管理で扱う内容のイメージ図
　　　（参考文献1 P.4から引用）
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て開拓されてきた背景もあり，卒前の歯学教育の中では，
歯科医療管理の教育が不足していると思われる．大学で
は歯科医療の提供のための技術論を学んだが，歯科医院
の経営学を大学では教育してもらえなかったと，大学卒
業後に嘆いている声はよく耳にするところである．平成
29年(2017)医療施設(静態・動態)調査の医療施設数の年
次推移によれば，歯科診療所は1996年に59,357施設で，
2017年で68,609施設であり，21年間で9,252施設が増加
し，年平均で440施設の増加があった2)．しかし，その
裏で倒産している歯科医院もある3)．
　歯科医師国家試験出題基準4)には，歯科医療管理に関
する出題範囲が必修の基本的事項では約11%も含まれて
おり，歯学部卒業時点で必要な知識として習得しておか
なければならいないことには違いない．そのため，卒前
教育の中で，診療管理と経営管理の必要性について教育
するとともに，研究分野としても持続的に発展し続けて
いく必要があると考える．

２．日本歯科医療管理学会雑誌から
歯科医療管理学を紐解く

　歯科医療管理及び歯科医療管理学について，本邦では
日本歯科医療管理学会が中心となって活動している．そ
の活動のまとめとして，日本歯科医療管理学会雑誌を紐
解くことで，歯科医療管理学の現状についてまとめたい．
医中誌Web5)で，2019年８月７日時点で，[日本歯科医療
管理学会雑誌]/JN or 日本歯科医療管理学会雑誌/JN)
を検索用語として用いたところ，該当件数は2,574件で，
検索できた期間は1983年１月(17巻２号) ～ 2019年２月
(53巻４号)であった．
　筆頭著者の所属区分を図２に示す．

　筆頭著者の所属区分は，医中誌Webのタグ付き形式
で出力される，IN (Institution, 筆頭著者の所属機関名)
情報を元に，大学(大学病院を含む)，大学外(歯科医院，
私的研究所等)，歯科医師会，日本歯科医療管理学会，
企業，所属不明，学校(歯科衛生士専門学校，歯科技工
士専門学校，高等学校，中学校等)，病院(大学病院を除
く総合病院等)，行政，歯科衛生士会，歯科技工士会，
歯科医師国民年金基金，日本歯科医学会の13区分に分
類した．その結果，大学1,176件，大学外683件，歯科医
師会414件，歯科医療管理学会115件などであった．
　また，記事区分と所属について大学と大学以外（大学
外(歯科医院，私的研究所等)，歯科医師会，日本歯科医
療管理学会，企業，所属不明，学校(歯科衛生士専門学校，
歯科技工士専門学校，高等学校，中学校等)，病院(大学
病院を除く総合病院等)，行政，歯科衛生士会，歯科技
工士会，歯科医師国民年金基金，日本歯科医学会）で分
類したものを図３に示す．記事区分は，医中誌Webの
タグ付き形式で出力される，PT (Publication Type, 記
事区分)情報を元に，会議録，原著論文，一般，解説，
会議録/症例報告，原著論文/症例報告，総説，原著論
文/ランダム化比較試験，原著論文/準ランダム化比較
試験，図説の11区分に分類した．

図２　  日本歯科医療管理学会雑誌 所属区分別件数
図３　  日本歯科医療管理学会雑誌 記事区分別件数及び大学・大

学以外別件数
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　その結果，総会・学術大会の抄録が記載されている会
議録が最も多く，1,734件で，原著論文が648件などで
あった．会議録では大学以外が1,035件，大学が699件で，
総会・学術大会では，大学以外の所属による発表件数が
多いことが明らかになった．原著論文は大学354件，大
学以外294件であった．解説，総説は大学以外の件数が，
大学よりも多かった．さらに，大学以外を全てまとめる
と，1,398件に及び，大学よりも222件多いことが明らか
になった．これは，大学よりも大学以外の所属による論
文が多いことを示しており，いわゆる開業医のための学
会であるとの指摘と一致している．
　さらに，原著論文761件(原著論文/症例報告，総説，
原著論文/ランダム化比較試験，原著論文/準ランダム
化比較試験を含む)に絞って，診療管理，経営管理，診療・
経営管理，調査，教育，その他の６区分に内容区分とし
て分類した結果を図４に示す．調査は238件で，大学が
多く報告していた．診療管理は229件で大学が125件，
経営管理は229件で大学以外が83件，教育は86件で大学
が79件であった．診療・経営管理は28件で大学以外が
15件であった．予想通り，調査研究や診療管理，教育
について，大学が多く発表しており，経営管理は大学以
外が多く発表したことが示された．

　さらに，TH(Thesaurus, シソーラス用語)情報を元に，
論文のキーワードとして，最初のキーワードのみを用い
て，上位20件に絞って，大学および大学以外で分類を行っ
た（図５）．圧倒的に大学・大学以外を問わず質問紙法が
多く，大学以外に着目すると，歯科医療，歯科医師，歯

科診療所，歯科医療（組織・管理・体制），義歯，医療過
誤のキーワードが多く，診療管理よりも経営管理に関す
るキーワードが中心となっている．そこで，経営管理の
区分で再度キーワード抽出を行い，大学以外の件数が多
い順に並べた（図６）．その結果，大学と大学以外でキー
ワードに違いが出た．大学以外では，歯科診療所の運営
に必要な実務的なキーワードが多く，大学では学問的な
キーワードが多いことが示された．こうしたことから，
大学以外の開業医や勤務医は，経済学や経営学に依拠し
た経営管理学1)に重きをおいていることが示され，大学が
学問的にもっと後押しをする必要性があると考えられる．
　そこで，経営管理の研究についてより詳細に述べたい．
すべてのキーワードの中から，経営，経済，経済学，医
療経済学，医療費，歯科診療費，診療報酬のキーワード
で新たに絞ったところ，大学は17件，大学以外は12件
の報告があった．掲載時期は2000-2009年までが26件，
2014年が２件，2017年が１件であり，2000年代には頻
繁に報告がなされていたが，2010年代では下火になっ
ている．
　2000年代には，定期管理受診の経済的有用性6)や，歯
科医療費と歯科医師・歯科診療所の分布7)，歯科医療費
と歯科保健事業の実施状況8)，コンピュータ導入による
レセプト請求9-11)，歯科医療経営12)やその構造13)に関する
報告，減税14)及び税務調査15)，歯科医師需給問題16)，自

図４　  原著論文 内容区分

図５　  キーワード（上位20件）による分類
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費診療を規定する社会経済的要因17, 18)等の様々な報告が
なされている．2010年代に入り，私物デバイスの業務
利用に関する意識調査19)の報告があった．また，外来歯
科医療費の10年推移における都道府県の類型化20)やレセ
プトデータを用いた，歯数と医科・歯科医療費との関連
21)について報告があり，2010年代ではスマートフォンの
業務使用やパソコンによるデータ解析などに推移してお
り，その時代に沿った内容が報告されている．経営に関
わるものとして，レセプトが代表的なものであるが，
2000年代でも，レセプトデータ等を用いた研究はなさ
れており，岡田ら22-24)，山田ら25)の報告がある．こうし
た研究は主に大学が担っているが，６件の報告しかない
のが現状で，いわゆるビックデータを用いた解析などの
研究はまだ歯科では大きく展開されていないことが明ら
かになった．

３．医科でのビックデータ解析

　医科では，ビックデータを用いた研究はすでに多数の
報告26-28)があるが，医療情報を用いた研究には，2017年
に施行した改正個人情報保護法29)により医療情報が要配
慮個人情報に指定されたことで，研究に大きな支障を来

たした．そのため，政府は2018年からいわゆる次世代
医療基盤法30)を制定・施行し，医療情報を加工し，匿名
加工情報として容易に取り扱える環境を整え，医療情報
のビックデータ解析によって，新たな創薬や治療につな
がることが期待されている．実際，次世代医療基盤法の
施行にあたり，異なる医療機関や領域を統合した治療成
績の評価について，歯科では歯周病と糖尿病との関係性
が例示されており31)，国としても期待していることは明
らかである．また，日本は国民皆保険制度があることか
ら，医療情報の中でも診療報酬に関わる治療行為は，レ
セプトデータに変換され，蓄積されている．これは正に
ビックデータであり，その利用を厚生労働省が推進する
ために，研究機関の依頼に対して審査の上，匿名化した
レセプトデータの抽出・提供を行っている32)．実際，医
科の入院費データを表す診断群分類（DPC）データを用
いて，周術期口腔機能管理が，肺炎予防に寄与するのみ
ならず，医科医療費の削減にも寄与している33）ことが報
告されており，ビックデータ解析により，歯科にとって
有用なデータは残念ながら，歯科ではなく医科側から発
信されているのが現状である．

図６　経営管理区分における大学以外に着目したキーワード件数
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４．まとめ

　歯科医療に関するビックデータ解析にはそれなりの資
機材や人員を必要とすることを考えれば，大学などの研
究機関が主体となって取り組む必要性があるが，まだま
だ歯科ではその流れは非常に小さいことから，研究分野
としての発展性があり，研究結果を広く社会や臨床現場
にフィードバックできるチャンスであると考えられる．
今回は経営管理に着目したが，診療管理の研究も引き続
き必要であることは間違いない．開業にあたって必要な
診療管理と経営管理を担う歯科医療管理学は，引き続き
研究と教育を推進する必要があり，開業医と共に大学も
その一翼を担い，地域医療の要である開業医での医療安
全と歯科医療経営の健全化を推進し，ひいては国民の健
康に寄与できるように，引き続き努力が必要である．

利益相反
本論文に関して開示すべき利益相反関係はない．
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補綴歯科治療の栄養学的意義
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Nutritional significance of prosthodontic treatment
Yusuke Kondo1，Toshiyuki Tsujisawa2，Chihiro Masaki1，Takashi Munemasa1，

Akiko Tamura1，Taro Mukaibo1，Ryuji Hosokawa1
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Abstract

　Due to lifestyle-related diseases and a continuously increasing elderly patient subgroup who are undergoing 
prosthodontic treatment, nutrition is becoming more of a post-operative concern. In this paper, we will describe the 
importance of proper nutrition following dental treatment in elderly patients and the association between prosthetic 
treatment and nutrition.

抄　　録

　現在本邦では，疾患構造の生活習慣病への変遷と，超高齢社会の到来により増え続けるフレイルの予防および改善
に関連して，補綴歯科治療のアウトカムのひとつとして栄養が注目されている．本稿では，歯科治療を行う上で知っ
ておくべき栄養学に関する知見と，これまでに報告された補綴歯科治療と栄養との関連について概説する．

責任者への連絡先：近藤祐介
〒803-8580　福岡県北九州市小倉北区真鶴2-6-1
九州歯科大学口腔再建リハビリテーション学分野
電話：093-285-3100
FAX：093-592-3230
E-mail：r07kondo@fa.kyu-dent.ac.jp
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Ⅰ．緒言

　補綴治療とは身体の欠損に対し，人工物でその形態と
機能の回復を図る方法であり，歯科領域においては補綴
歯科治療として歯や顎骨の欠損に対する治療として長き
にわたり発展を遂げてきた．歯冠部の欠損に対しては金
属冠や前装金属冠，オールセラミッククラウンなどが，
歯の欠損に対してはブリッジや可撤性義歯，インプラン
トなどがそれぞれ開発され，広く臨床に用いられてきた．
これらの補綴歯科治療は審美性および咀嚼能力を向上さ
せるが，近年それにとどまらず，補綴歯科治療の栄養学
的意義が注目されている．かつては，咀嚼能力の回復を
補綴歯科治療のゴールと考える歯科医療従事者も多かっ
たかもしれない．しかし，補綴歯科治療は摂食に関する
リハビリテーションの一環であるため，そのゴールは咀
嚼機能の回復ではなく，摂食機能の回復，さらには適切
な食物および栄養素の摂取，全身の栄養状態の維持およ
び改善であることは当然のことかもしれない．不適切な
食生活は生活習慣病の主要な原因であり，全身の栄養状
態の改善は本邦の重要な課題である健康寿命の延長と密
接な関係があることから，補綴歯科治療による食物，栄
養素の摂取および栄養状態の維持，改善は現在の歯科界
に課せられた大きな課題である．本稿では，歯科治療を
行う上で知っておくべき栄養学的知見と，これまでに報
告された補綴歯科治療が食物および栄養素摂取，さらに
栄養状態に及ぼす影響についてまとめ，考察したい．

Ⅱ．適切な栄養素（食物）摂取

１）必要エネルギー量
　必要エネルギー量および各種栄養素の必要量は，健康
人，傷病者（周術期，褥瘡や低栄養患者など，以下傷病
者等）および糖尿病や慢性腎臓病など特別の食事療法が
必要な場合で用いる基準や指針が異なる．健康な人のエ
ネルギーおよび栄養素の摂取量の基準を示したものに日
本人の食事摂取基準がある．この基準の対象者は，健康
な個人および健康な者を中心として構成されている集団
で，生活習慣病に対する危険因子や高齢者のフレイルに
関する危険因子を有していても，おおむね自立した日常
生活を営んでいる者およびこのような者を中心として構
成されている集団を含むとされている．ただし，食事摂
取基準ではフレイルを健康状態と要介護状態の中間的な
段階に位置づける考え方を採用している(厚生労働省
(2020))．
　食事摂取基準では，エネルギーの指標として推定エネ

ルギー必要量が参考表として示されている．エネルギー
必要量は，基礎代謝量と日常生活における活動強度によ
り変動する．また，傷病者等は静脈経腸栄養ガイドライ
ンに基づいて，基礎代謝量に活動係数とストレス係数を
乗じて必要エネルギー量を推定する．特別の食事療法が
必要な場合は，糖尿病診療ガイドライン，動脈硬化性疾
患予防ガイドライン，高血圧治療ガイドラインや慢性腎
臓病診療ガイドラインなど各種疾患のガイドラインに従
う．
２）必要栄養素量
　食事摂取基準には，栄養素の指標として3つの目的か
らなる5つの指標が示されている．50%の者が必要量を
満たす量として「推定平均必要量」が，ほとんどの者(97
～ 98%)が充足している量として「推奨量」が，科学的
根拠が充分に得られず，推定平均必要量が設定できない
場合は，特定の集団におけるある一定の栄養状態を維持
するのに十分な量として「目安量」が示されている．一
方で，健康障害をもたらすリスクがないとみなされる習
慣的な摂取量の上限として「耐容上限量」が示されてい
るが，十分な科学的根拠が得られていない栄養素につい
ては設定されていない．また，生活習慣病の発症予防の
ために当面の目標とすべき摂取量として「目標量」が示
されている． エネルギー産生栄養素のうち，たんぱく
質のみが「推定平均必要量」と「推奨量」が，脂質にお
いては「n-6脂肪酸」と「n-3脂肪酸」の目安量が示さ
れている．また，たんぱく質，脂質および炭水化物（ア
ルコールを含む）については，それぞれの総エネルギー
摂取量に占める割合として，エネルギー産生栄養素バラ
ンス（目標量）が示されている  (厚生労働省(2020))．傷
病者等のたんぱく質量は，通常体重あたり0.8 ～ 1.0 g/
kg体重を基準として，病態やストレスの程度に応じて
増減する．脂質および炭水化物摂取量は，総エネルギー
に占める割合が示されている（日本静脈経腸栄養学会編
集(2014)）．治療が目的で特別な食事療法が必要な者へ
は，食事摂取基準のエネルギーおよび栄養素摂取の基本
的な考え方を理解した上で各種疾患ガイドライン等の栄
養管理指針を用いるとされている(厚生労働省(2020))．

Ⅲ．歯の喪失と栄養

　平成28年歯科疾患実態調査によると，本邦における
平均喪失歯数は5.5本であり以前と比較し減少傾向を示
している．しかし，依然として高齢者においては多くの
歯の喪失が認められ，喪失歯数の平均は65-74歳で7.5本，
75-84歳で11.4本，85歳-で17.5本と報告されている（平
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成28年歯科疾患実態調査）．歯の主たる機能は食物の咀
嚼であるため，歯の喪失による咬合接触の減少が咀嚼能
力や咬合力の低下を引き起こすことは容易に想像でき
る．しかし，かつては咀嚼能力や咬合力を客観的かつ簡
便に測定することが困難であったため大規模な調査は困
難であった．長く用いられてきた咀嚼能力の客観的評価
法として篩分法が挙げられる (Manlyら(1950))．その後，
より簡便かつ客観的な方法として，チューインガムを用
いた方法 (Hayakawaら(1999)) やパラフィンワックスを
用いた方法(Satoら(2003)) などが開発されてきた．と
くに，グルコース溶出量やグミゼリーによる咀嚼能力測
定 (Kobayashiら(2006))，マイクロカプセルを塗布した
感圧シートによる咬合力測定 (Matsuiら(1996)) は，本
邦においては公的医療保険にも収載され，広く用いられ
ている．近年，これらの方法を用いた臨床研究が進めら
れており，臼歯部の咬合接触と咀嚼能力，咬合力の関連
を 明 ら か に し た 大 規 模 横 断 研 究 (Ikebeら(2012)，
Kosakaら(2016)) が報告され，歯の喪失により咀嚼能力
や咬合力が低下することが大規模な研究でも証明されて
いる．
　歯の喪失が摂取食物へ与える影響についても過去に多
くの研究が行われ，Wakaiら (2010) は本邦における歯
科医師を対象とした研究において，歯の喪失により野菜
類，乳製品などの摂取量が減少することにより，カロテ
ンやビタミンAやCなどの栄養素の摂取が減少し，その
一方で米や菓子類の摂取量は増加すると報告している．
同様の研究は自立高齢者を対象としても行われており，
鎌田 (2018) は，現在歯数と摂取可能な食品の硬さに正
の相関があること，さらに，歯の喪失により硬い食品の
摂取を避ける傾向が認められ，糖質からのエネルギー摂
取が増加することを報告している．食生活は国や地域に
よっても異なるが，Sheihamら (2001) は英国において
も自立高齢者の栄養素摂取は歯の有無により異なり，歯
数が多い方が非でんぷん性多糖類，たんぱく質，一部の
ビタミンやミネラルの摂取量が多いことを，Sahyounら 
(2003) は米国において咬合支持が多い者は少ない者と
比較して食生活が健康的であり，果物の摂取量が多く，
血中のβカロテン，アスコルビン酸値が高いことをそれ
ぞれ明らかにしている．また，施設入居高齢者において
は入居者自身による調理ではなく，その多くは栄養管理
をされた食事の提供が行われていると考えられ，自立高
齢者とは状況が異なる可能性がある．Yoshidaら (2011) 
は施設入居高齢者を対象に，咬合接触と食物および栄養
素摂取，さらに栄養状態との関連を検討しており，咬合

接触維持群は咬合接触喪失群と比べ，野菜類の摂取量が
多く，その結果として食物繊維やビタミン類の摂取量が
多いこと，その一方で，菓子類の摂取量は咬合接触喪失
群で多いことを明らかにしている．さらにこの研究では，
上腕周囲径，上腕三頭筋皮下脂肪を用いた栄養状態の評
価においても咬合接触喪失群が有意に劣ることを報告し
て い る． ま た，Guptaら (2019) はBody Mass Index 
(BMI) およびMini Nutritional Assessmentを用いた
評価において，無歯顎者は有歯顎者と比較して低栄養状
態の者が多いことを明らかにしている．その一方で，
Sahyounら (2003) は，50歳以上の地域在住者を対象と
した研究で，咬合支持の少ない者は咬合支持の多い者と
比較して高いBMIを示したことを報告し，Hilgertら 
(2009) は，60歳以上の者を対象とした研究で，歯の欠
損があり，補綴治療を受けていない者は肥満傾向にある
ことを報告している．しかしここで留意しなければなら
ないのは，これらの報告はいずれも横断研究によるもの
で，歯の欠損が肥満傾向を引き起こしているのか，それ
とも不適切な生活習慣を持つ群で歯の欠損とともに肥満
傾向が生じているのかが不明であり，今後のコホート研
究が待たれる．以上をまとめると，歯の喪失に伴う咬合
接触の減少は，野菜類など比較的硬い食品の摂取量を減
少させ食物繊維やビタミン類などの摂取量の減少を引き
起こす一方で，比較的軟らかい穀類や菓子類の摂取量を
増加させ，糖質や脂質に由来するエネルギー摂取が増加
する．また，国や地域により違いを認めるものの，歯の
喪失に由来する摂取食物の偏りはBMIの上昇などを引
き起こし，とくに青年期や壮年期において生活習慣病の
リスク因子となり得る．またその一方で，老年期におい
ては，歯の喪失は栄養状態の悪化を引き起こし，フレイ
ル，寝たきりへと陥るリスクを高める可能性があると考
えられる．

Ⅳ．補綴歯科治療と食物，栄養素摂取

　歯の欠損に対する代表的な補綴装置として，可撤性義
歯が挙げられ，完全無歯顎には全部床義歯が，部分無歯
顎には部分床義歯が用いられる．Hanら (2016) は大規模
な横断研究において，義歯装着無歯顎者は義歯非装着無
歯顎者と比較して，食事思い出し法により評価した栄養
素摂取状況が優れることを報告している．また，Shigli
ら (2012) は，無歯顎患者に全部床義歯による補綴治療
を行う介入研究において，義歯装着により野菜や果物，
乳製品をほとんど摂取しない患者を減らすことができ，
食習慣を改善することができる可能性を報告している．
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また，Inomataら (2014) はEichner B1もしくはB2に分
類される部分無歯顎患者を対象とした横断研究におい
て，部分床義歯装着者は非装着者と比較して野菜やビタ
ミンA，食物繊維などの摂取量が多いことを報告してい
る．しかしその一方で，全部床義歯もしくは部分床義歯
にて治療介入を行った研究において，補綴治療介入に
よって咀嚼能力が上昇したものの，食事摂取には変化が
な か っ た こ と も 報 告 さ れ て い る (Gunne ら(1985), 
Gunne (1985))．また，近年，Nabeshimaら (2018) は部
分床義歯の装着に加え，食事指導を併用することによっ
て野菜の摂取量が増えるという報告を，Suzukiら (2018) 
はランダム化比較試験において，全部床義歯の装着と食
事指導を併用することによって，タンパク質や脂質，ビ
タミン類，ミネラル類の摂取が増加したことを報告して
いる．
　他の欠損補綴の方法として，インプラントが挙げられ
る．インプラントはその高い予知性と優れた咀嚼能力か
ら，欠損補綴のひとつのオプションとして近年広く臨床
応用されている．しかしながら，インプラントによる補
綴が食物・栄養摂取に与える影響に関する報告はまだ少
ないと言わざるを得ない．Camposら (2014) は，通常の
可撤性義歯に対しインプラントによる維持を加えること
により，栄養摂取が改善されたことを報告している．ま
た，Fukahoriら (2019) は臼歯部部分欠損を有する患者
に対し固定式性部構造を用いたインプラント治療を行う
ことにより，野菜類と豆類の摂取量が増加傾向を示し，
その結果として植物性タンパク質，αカロテン，ダイゼ
イン，ゲニステインなどの摂取量が増加したものの，推
奨される摂取量には多くの症例で到達しなかったことを
報告している．
　Ⅴ．まとめ
　本稿では，これまでに報告された歯の喪失と食物・栄
養素摂取および栄養状態の関連および，補綴歯科治療が
与える影響についてレビューし，考察した．その結果か
ら，歯の喪失が食物・栄養素摂取および栄養状態に影響
を与えることに異論はないと言える．しかし，ここで留
意しなければならないのは，ライフステージ，生活環境，
運動習慣，喫煙，過度の飲酒習慣，生活習慣病や侵襲を
伴う疾患の有無などにより，その影響は異なる．本邦の
ような比較的生活水準の高い地域においては，青年期や
壮年期の歯の喪失による野菜や果物摂取量の減少および
菓子類などの摂取量の増加が一因となる生活習慣病に，
また，高齢期の全身の栄養状態の悪化に注意が必要であ
り，そのことを念頭に補綴歯科治療を行うべきである．

　補綴歯科治療によって摂取食物・栄養素，栄養状態を
改善することができるか否かについては，これまでに述
べたように，研究によってその結果は異なり対象とする
集団の栄養状態や評価方法による影響が大きいと考えら
れる．補綴歯科治療単独で摂取食物・栄養素，栄養状態
へ影響を与えることもあると考えるが，その影響は限定
的である場合が多いと言わざるを得ない．しかし，補綴
歯科治療なしでは歯の喪失に由来する不適切な摂取食
物・栄養素，栄養状態を改善することは困難であるため，
歯科医師が栄養について理解を深め，管理栄養士など他
職種と連携することによって，より国民の健康への貢献
を果たすことが求められている．
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がん手術時の口腔管理方法の標準化を目指して
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The studies for standardized oral management methods to prevent adverse events
by cancer surgery

Abstract

　“Perioperative oral function management” was introduced in the public medical insurance system in 2012, and an 
attempt was made to prevent adverse events during medical treatment by maintaining a good oral environment. 
However, standardization of oral management methods and verification of effectiveness have not been sufficiently 
performed. In this article, we introduce our efforts to manage perioperative oral function during cancer surgery.
　To prevent surgical site infection during head and neck cancer or upper gastrointestinal cancer surgery and to 
prevent postoperative aspiration pneumonia, it is important to reduce the number of bacteria in saliva. If gargling is 
possible, the number of bacteria in saliva is reduced by gargling. In mechanically intubated patients, the number of 
bacteria in the oral cavity is significantly increased, but it cannot be reduced by brushing or wiping, while irrigation 
in the oral cavity is effective. However, the number of bacteria in saliva increases again in a short time. If povidone 
iodine or tetracycline ointment is administered topically in the oral cavity after irrigation, the bacterial count can be 
suppressed for several hours. We have demonstrated through a randomized controlled trial that surgical site infection 
is significantly reduced by topical administration of tetracycline ointment on the tongue in patients undergoing oral 
cancer surgery with tracheostomy.
　Surgical site infections may occur at distant sites with the passage of infectious agents in the bloodstream. 
Therefore, it is also important to treat oral infections before surgery.
　In the future, it is expected that oral management methods, which are effective, will be standardized and their 
effectiveness verified.

　Key words：  oral management, surgical site infection, postoperative complications, aspiration pneumonia, oral hygiene 
management
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要　　旨

　2012年の「周術期口腔機能管理」の保険導入以来，医科疾患治療時の有害事象の予防を目的とした口腔管理がよ
り推進されている．しかし口腔管理方法の標準化や有効性の検証は未だ十分ではない．
　頭頸部がんや上部消化管がん手術時の手術部位感染の予防，術後誤嚥性肺炎の予防のためには，唾液中の細菌数を
減少させることが重要である．含嗽が可能な場合は，含嗽を行うことにより唾液中の細菌数は減少する．挿管中の患
者の口腔内細菌数は著しく増加するが，ブラッシングや清拭では唾液中の細菌数を減少させることはできず，水によ
る口腔洗浄が細菌数減少に有効である．しかし，唾液中の細菌数は短時間で再び増加する．洗浄後にポビドンヨード
やテトラサイクリン軟膏を口腔内に局所投与すると，数時間細菌数を抑制することが可能である．筆者は気管切開を
伴う口腔がん手術患者に対して，テトラサイクリン軟膏を舌上に塗布することにより，手術部位感染が有意に減少す
ることをランダム化比較試験により証明した．また口腔の感染巣からの血行感染により，離れたところにある手術部
位に感染を生じることがある．そのため手術前に口腔の感染巣を治療しておくことも重要である．
　今後，それぞれの治療時に有効な口腔管理方法を標準化することと，有効性を検証することが期待される．

　キーワード： 口腔管理，術後創部感染，術後合併症，誤嚥性肺炎，口腔衛生管理

1．はじめに

　わが国では2012年に「周術期口腔機能管理」が新た
に歯科診療報酬に収載され，現在では「周術期等口腔機
能管理」と名称変更され広く実施されている．周術期に
予測される有害事象はさまざま挙げられるが，創部感染
や術後誤嚥性肺炎など，口腔の問題が原因で発症する合
併症も少なくない．歯科においてはそれらを予防・軽減
させることを目的とした適切な口腔管理を行う必要があ
るが，実際の手技や方法についてエビデンスに基づいた
報告はほとんどない．今回，がん手術時の口腔管理方法
の標準化に向けて，われわれが行ってきた研究から得た
知見を紹介し，がん手術時の口腔管理方法について考え
たい．

2. がん手術時の有害事象で
口腔内の問題が原因となる場合

　一般に外科手術全般の手術部位感染（SSI: Surgical 
Site Infection）のリスク因子についてはさまざまな患
者因子，手術因子が挙げられ（表１），多くの取り組みが
なされてきたが，術前術後の口腔管理についてのエビデ
ンスの集積は十分ではない．頭頸部がんや，食道がん，
胃 が ん な ど の 上 部 消 化 管 が ん の 準 汚 染（Clean-
contaminated）手術の場合は，口腔内の起炎菌を含んだ
唾液が直接創部に触れる，または垂れ込むことにより創
部に触れ，細菌に暴露する危険性が高い．頭頸部がん手
術ではSSIの起炎菌のとして，黄色ブドウ球菌，口腔レ

ンサ球菌，ペプトストレプトコッカスなどが挙げられて
いる1）．SSIの危険性は「創部に暴露する病原性細菌の
量」，「その病原性の強さ」，そして「患者の抵抗力」の
3条件によって成立するとされており2,3)，術前術後の口
腔管理により，創部に暴露する病原性細菌の量を抑え，
SSIのリスクを下げると考えられる．
　また準汚染手術に限らず，手術後は気管内挿管や手術
侵襲の影響により，一過性の嚥下機能の低下が生じるこ
とも少なくない．嚥下機能の低下は口腔内の自浄作用を
低下させ，口腔内の細菌数が増加する．「嚥下機能の低
下」，「口腔内細菌の増加」，「抵抗力の低下」の状況下で
は，術後誤嚥性肺炎の発症リスクが増加すると考えられ
る．そこで歯科としては「嚥下力の賦活」「口腔内細菌量
の抑制」「栄養摂取に関わる指導」に注力することが重要
であると考えられた．
　口腔内細菌が創部へ暴露することによるSSI，術後誤

表１）　手術部位感染発症リスクに関わる患者因子・手術因子
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嚥性肺炎においては，口腔内細菌が直接的に関与するが，
さらに米国疾病予防センター（CDC：Centers for 
Disease Control and Prevention）の提唱するSSI予防
勧告では，SSIのリスク因子として，同時に存在する離
れた部位での感染が挙げられている4）．歯周病や根尖性
歯周炎などがこの遠隔部位の感染症になりうると考えら
れており，これは心臓血管手術や人工関節置換手術の際
に，口腔の感染巣を除去することが推奨されていること
も同様の理由であると考えられる．
　以上のことから口腔の病原性細菌が術後有害事象を引
き起こす機序ごとに，予防策を検討することとした．す
なわち，Ⅰ. 口腔内細菌が直接暴露し感染を生じる場合

（上部消化管，頭頸部癌のSSI，術後誤嚥性肺炎など），Ⅱ. 
口腔感染巣からの血行/リンパ行感染（口腔から離れた
部位へのSSI）の場合である．

Ⅰ．口腔内細菌が直接暴露し感染を生じる場合
　上記にも述べたとおり，口腔内細菌の直接暴露による
感染症を予防するためには，創部に暴露する病原性細菌
の量，または誤嚥する病原性細菌の量を減らすことを目
的とした口腔管理方法を確立する必要があると考え，検
討を行った．

Ⅰ-1．周術期に口腔内の細菌数が増加する因子の検討
　まず初めに，実際に周術期に唾液中細菌数は増加する
のかについて検討を行い，増加する場合は増加因子を明
らかにすることを目的に，手術後にICUに入室する患
者の口腔内細菌数の調査を行った．
　術前の口腔清掃を受けた予定手術患者に対し，術後
ICUにて人工呼吸器装着中の口腔内細菌数を測定した．
通常，健常者の口腔内細菌数は105 ～ 106cfu/ml程度に
保たれている．しかし術前口腔清掃を行った場合も，挿

管を行うと口腔内細菌数は著明に増加し，手術翌日にお
いても術前に比べると増加しているが，歯垢は増加して
いないことを確認した（図1）5)．また，周術期患者54例
において，術後唾液中細菌数の増加に関連する因子の検
討を行ったところ，多変量解析において，「術後摂食状
態（経口摂食・経管栄養・挿管）」，「術後舌苔上細菌数」，

「喫煙歴」の3因子が抽出された6）．しかし舌苔上細菌数
の増加が唾液中細菌数増加の原因か結果かについてはさ
らなる検討が必要である．
　以上のことから，唾液中の細菌の増加には嚥下機能が
関係しており，これは嚥下機能が口腔内の自浄作用に強
く関わるためであると考えた．そのため術前より摂食・
嚥下に関わる機能を支援することが，術後の口腔の自浄
作用の賦活を促すと思われた．また術後の摂食・嚥下の
状態により唾液中の細菌数には差があるため，状況に合
せた口腔ケア方法を検討する必要があると考えた．

Ⅰ-2． 口腔内細菌数の減少を目的とした口腔管理方法の
検討

　ICUで行った口腔内細菌数の増加因子の研究をもと
に，実際の口腔ケア方法について検討を行った．
１）人工呼吸器装着患者
　人工呼吸器装着患者に対する口腔管理を行う上では，
人 工 呼 吸 器 関 連 肺 炎（VAP：ventilator-associated 
pneumonia）の予防を念頭に置いた口腔管理を行う必要
がある．米国ヘルスケア改善協会（IHI）ではVAP予防
バンドル2010の一つとしてクロルヘキシジンによる口
腔内の消毒が挙げられているが，使用するクロルヘキシ
ジンの推奨濃度は0.12% ～ 0.2%であり，日本での口腔
内使用可能濃度を超えている．VAPを引き起こす主要
な要因は口腔内の病原性細菌の下気道への流入であるた
め，口腔内の病原性細菌を減少させる口腔ケア方法につ
いて検討を行った．
　まず，口腔ケアの手技として一般的なブラッシング時
の口腔内細菌数の変化を，健常者に対し予備的に検討し
た．ブラッシングを行うと，歯に固着したプラークが唾
液中に落下し，唾液中の細菌数は一時的に大きく増加し
た．その後清拭を行うとわずかに減少し，続けて含嗽を
行うと著明に減少した（図2）（論文投稿中）．人工呼吸器
装着患者では含嗽の代わりに清拭や吸引によりブラッシ
ング後に拡散された歯垢由来の細菌の回収を行うことが
一般的であるが，完全な回収は困難であり，今後より効
率のよい細菌回収方法の確立が望まれる．
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図１）　  経口挿管後の口腔内貯留液中の細菌数
　　　　DI-Sインデックスの変化　（文献5より引用，一部改変）
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次に実際に挿管患者に対して行った検討について紹介す
る．口腔内細菌数を指標に清掃方法を検討した結果，挿
管患者においても水による洗浄により著明な減少効果を
確認した．しかしわずか数時間後には再び口腔内細菌数
は増加した（図3）5）．その後，口腔清掃効果を延長させ
る方法について検討を行った結果，洗浄後にイソジン液
を口腔内に滴下することで3時間程度は口腔内細菌の増
加が抑制されることを明らかにした（論文投稿中）．
　挿管患者に対する口腔管理については，使用消毒薬の
種類や作用時間，頻度についてなど，今後もさらなる検
討を続ける必要があると思われる．
2）口腔がん術後など，特にSSIの危険性が高い患者
　頭頸部がん術後SSIの頻度は10％から45％といわれて
おり，なかでも皮弁再建や口腔と頸部が連続する手術の
場合は，その頻度が高いことが報告されている6-14）．前項
で述べたように，挿管による嚥下不能や術後嚥下障害な
ど，口腔の自浄作用が低下すると口腔内の細菌は非常に
増加する．実際に口腔がん手術患者の口腔内細菌数を測
定するとその値は非常に高い．このように増加した口腔
内貯留液中の細菌が常に創部にさらされることが，SSIの
頻度が高いことの原因の一つであると考えられた．
　口腔清掃方法の検討を行うにあたり，洗浄による口腔
清掃の効果は3時間程度しか持続しないことをICUでの
調査で確認したことから，薬物による細菌増殖抑制を検
討した．その結果，イソジン液を口腔内貯留液に混和す
る目的で舌背上に塗布すると3時間程度細菌数の増殖を
抑制した．さらに同様の目的でテトラサイクリン含有軟

膏を舌背部に塗布すると，口腔内貯留液中のテトラサイ
クリン濃度は数時間後でも著しい高値を維持しており，
細菌の増殖を6時間程度抑制できることを明らかにした

（図4）15）．そこで，多施設共同ランダム化比較試験を実
施し，口腔がん術後48時間の間，テトラサイクリン含
有軟膏を6時間毎に舌背部に塗布を行うことで口腔癌術
後SSIを有意に抑制できることが証明された16）．
　以上の結果を踏まえ，個々の患者においては，原疾患，
患者の全身状態，感染症のリスク，挿管期間などにより，
洗浄を中心とした口腔清掃にイソジン液あるいは抗菌薬
軟膏の口腔内投与を追加するかどうかについて検討する
べきであると思われた．

Ⅱ．口腔感染巣からの血行/リンパ行感染
　多施設共同研究において，大腸がん手術698例におい
て，術前より口腔管理（感染源となる歯の抜歯や口腔清
掃）を行うことによりSSIの発症頻度が減少することを
明らかにしたが17），これは唾液中細菌が直接大腸がんの
創部に暴露することを予防したというよりも，遠隔感染
症としての根尖病巣や歯周病が口腔管理により改善した
ことによるものと考えている．従って口腔管理の目的は
術前にプラークや歯石を除去することではなく，プラー
クコントロールや歯石除去により歯周病の状態を改善す
ることであると考えられ，そのためには手術直前ではな
く少なくとも1週間前にはこれらの治療を終えておくこ
とが重要であると思われる．これは心臓血管外科手術前
の口腔管理の意義と同様と考えられる．また，縁下歯石
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図２）　ブラッシング後，清拭後，含嗽後の口腔内細菌数の変化
　　　（投稿中論文より引用，一部改変）

図３）　経口挿管患者に対する口腔清掃後の口腔内細菌数の推移
　　　（文献5より引用，一部改変）
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の除去はポケット内に微小な傷を作りそれが新たな感染
巣となる可能性があるため，手術直前には歯石除去は行
わないことが望ましいと思われる．これは手術前日の剃
毛が禁忌となっていることと同様の理由と考えられる．

3．がん手術時の口腔管理方法

　これまで行ってきた研究から得た知見を元に，手術前
後の口腔管理方法として下記の事項を提言したい．

【術前の口腔管理】
1）術後の自浄作用を賦活するための口腔管理
　術前に経口摂取および嚥下の支援として，歯科補綴治
療やう蝕治療を行い，術前術後において口腔内の問題（歯
痛や咬合が無いなど）で経口摂食が妨げられることがな
いよう，歯科的管理を行う．また，術前より予測される
術後の口腔の問題について，事前に嚥下訓練，口唇閉鎖
訓練等の指導を行い，術後に速やかに経口摂取が開始で
きるよう支援する．
2）感染源の除去
　手術一週間前までに抜歯，プラークコントロールや
PMTCおよび歯石除去（歯周病治療目的）を行い，口腔
感染巣の除去を行う．なんらかの理由で処置が手術直前
になった場合，歯石除去は縁上歯石の除去に留める．

【術後の口腔管理】
1）術直後：挿管中
　基本的に清拭を中心とした口腔ケアを行う．清拭後，
可能な場合は水による洗浄を行い，その後ポビドンヨー
ドの口腔内塗布を行うことが望ましい．ブラッシングを
行う場合も同様であるが，ブラッシング時のプラークの
口腔内飛散に留意する．
2）術後に経口摂取を行っている場合
　通常通りのセルフケア指導（歯ブラシ，含嗽の励行）を
行う．
3）術後に絶食を行っている場合
　含嗽が可能な患者には歯ブラシによるブラッシングと
消毒性含嗽液を用いた含嗽の指導を行い，含嗽が不可能
な患者では消毒性含嗽液による含みうがい，または消毒
液の口腔内塗布を行う．
4）特に術後創部感染リスクの高い場合
　術後48時間，口腔内貯留液中の病原性細菌の増加抑
制を目的に，洗浄を中心とした口腔清掃後，創部を避け
舌背部に抗菌薬軟膏を塗布し，これを6時間毎に行う．
術後48時間以降は3）と同様の口腔管理を行う．

4．さいごに

　周術期口腔機能管理についてはこれまでエビデンスが
ほとんどない中で開始されたこともあり，各施設でそれ
ぞれに定められた管理方法が行われてきた．しかしこれ
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図４）　口腔がん術後気管切開患者におけるテトラサイクリン軟膏局所投与後の
　　　 口腔咽頭貯留液中の微生物数推移（文献15より引用，一部改変）
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からはエビデンスに基づいた口腔管理方法の標準化が望
まれる．そのためにはエビデンスの蓄積が必要であるが，
介入研究を実施することは倫理的に難しい場合も多い．
今後は多数例を用いた多施設共同による観察研究を適切
な研究デザインのもと実施することが重要であり，さら
に多くの共同研究を通し周術期口腔機能管理のエビデン
スの検証や管理方法の標準化が進むことを目指したい．
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